社会保険労務士法人　大野事務所　モデル規程(2008.3)

個人情報保護管理規程

第１章　　　総　　　則

（目的）

第１条　本規程は、会社が取り扱う個人情報について収集、利用および廃棄等の取扱いを定めるとともに、個人情報の適切な保護管理のために必要な基本的事項を定めることを目的とする。
（個人情報）

第２条　本規程における個人情報とは、生存する個人に関する情報であって、氏名、生年月日その他の記述等により、特定の個人を識別できるもの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）をいう。

（対象範囲）

第３条　本規程は、当社の取締役、監査役、顧問、相談役、社員、アルバイトその他の使用人（以下、社員等という。）を対象とする。

２．社員等は本規程を遵守し、個人情報の利用に際し、適切に個人情報を保護管理しなければならない。

３．業務として個人情報に関与する社員等は、在職中はもとより退職後といえども、個人情報を他に洩らし、または不正に使用してはならない。

（個人情報保護方針）

第４条　会社の代表取締役は、個人情報保護方針を定めるとともに、これを実行し、維持するものとする。会社の代表取締役は、この方針を文書化し、社員等に周知させるとともに一般の人が入手可能な措置を講じるものとする。

第２章　　組　　　織

（個人情報保護管理責任者）

第５条　会社は、個人情報の保護管理のため、個人情報保護管理責任者を置く。

２．個人情報保護管理責任者は、会社全般にわたり、個人情報の管理監督に関する事項を統括する者で、代表取締役により任命された者が、これにあたるものとする。

（個人情報保護管理責任者の職務）

第６条　個人情報保護管理責任者の職務は、以下のとおりとする。

（１）会社を代表し、個人情報の取扱いに関する会社の指針を公開する。

（２）全社における個人情報の適切な取扱いの実施について大綱を策定し、告知する。

（３）個人情報保護管理者に指示して、部門における個人情報を適切に取扱うための教育を実行させる。

（４）個人情報保護管理者に指示して、部門における個人情報について適切な取扱いを実行させる。

（個人情報保護管理者の職務）

第７条　個人情報保護管理者の職務は、以下のとおりとする。

（１）管轄する部門における個人情報の適切な取扱いの実施および個人情報保護に関する教育を実施する。

（２）管轄する部門における個人情報の取扱いの状況を常に留意し、管轄する部門の社員等に命じて、個人情報の適切な取扱いを実行させる。また、必要に応じ、個人情報保護管理責任者に報告を行う。

第２章　　個人情報の収集に関する措置

（収集の原則）

第８条　収集する個人情報は、業務上の必要性を勘案し、最小限度の範囲の個人情報とする。

２．個人情報の収集にあたっては、法令に定める場合を除き、その利用目的を本人に明示しなければならない。

３．偽りその他の不正の手段により個人情報を収集してはならない。

（特定の機微な個人情報の収集の禁止）
第９条　次に掲げる内容を含む個人情報については、これを収集、利用または提供してはならない。ただし、当該情報の収集、利用または提供について明示的な本人の同意がある場合、法令に特段の規定がある場合、または司法手続上必要不可欠である場合については、この限りではない。
（１）思想、信条および宗教に関する事項
（２）人種、民族、門地、本籍地（所在都道府県に関する情報の収集は可）、身体・精神障害、犯罪歴、その他社会的差別の原因となる事項
（３）勤労者の団結権、団体交渉およびその他団体行動の行為に関する事項
（４）集団示威行為への参加、請願権の行使およびその他政治的権利の行使に関する事項

（５）保健医療および性生活に関する事項
（個人情報管理台帳）

第１０条　個人情報の収集にあたっては、あらかじめ、各部門内に備え付ける個人情報管理台帳に所定の事項を記入のうえ、個人情報保護管理者に提出しなければならない。

２．個人情報管理台帳の記載事項に追加あるいは変更等があった場合には、速やかに個人情報管理台帳を変更しなければならない。

第３章　　個人情報の利用に関する措置

（利用の原則）

第１１条　個人情報は、法令に定める場合、もしくはあらかじめ本人の同意を得た場合を除いて、個人情報収集時に本人に明示した利用目的以外で利用してはならない。

（利用目的の公表または通知）

第１２条　会社で取扱う個人情報の利用目的は、ホームページ等に公表するものとする。

（複製の禁止）

第１３条　収集した個人情報は、その利用目的の達成に必要な場合を除いて複製物（プリントアウト、ダウンロード、コンピュータファイルでのコピーなどあらゆる複製方法を含む。）を作成してはならない。

２．前項にかかわらず、必要に応じて複製物を作成した場合であっても、その目的が達成された場合には、直ちに復元不可能な状態で廃棄しなければならない。
第４章　　個人情報の第三者開示

（委託）

第１４条　個人情報の取扱い（収集、利用、保管および廃棄等）を会社以外の第三者に委託する場合には、当該委託先との間で個人情報の取扱いに関する契約を締結するとともに、会社の個人情報の取扱いに関する定めを充分に認識させ、委託する個人情報の安全管理が図られるよう、委託先に対して必要かつ適切な監督を行わなければならない。

（その他の第三者開示）

第１５条　委託あるいは共同利用の場合を除き、収集した個人情報は、法令に定める場合、もしくはあらかじめ本人の同意を得た場合を除いては、第三者に開示してはならない。

第５章　　個人情報の管理および廃棄

（個人情報の正確性の確保）

第１６条　個人情報は、収集目的に応じ必要な範囲内において、正確かつ最新の状態で管理するものとする。
（個人情報の利用の安全性の確保）
第１７条　個人情報への不正アクセス、個人情報の紛失、破壊、改ざんおよび漏えいなど　個人情報に関するリスクに対して、技術面および組織面において合理的な安全対策を講ずるものとする。

（個人情報の保護に関する従業者の責務）

第１８条　会社において個人情報の収集、利用、提供および預託に関する業務に従事する　者は、法令の定め、本規程および関連規程等もしくは個人情報保護管理責任者の指示に従い、個人情報の保護に十分な注意を払いつつ、その業務を行うものとする。

（保管）
第１９条　個人情報が含まれた有体物（ハガキ、プリントアウトなどの紙媒体、ＵＳＢメモリー、フロッピーディスク等の電磁的記録媒体）は、個人情報の取得時の内容、管理部門、保管期限を明記（コンピュータファイルの場合は、ファイル内にも明記する。）のうえ、適切なセキュリティを確保して個人情報保護管理者が保管しなければならない。

２．個人情報が含まれたコンピュータファイルは、一時的な作業のための複製物を除いて、コンピュータ機器内に複製（ハードディスクなど）してはならない。また、複製物が記録されているコンピュータ機器は、不正なアクセスを防止するために適切な安全管理措置を講じなければならない。

３．個人情報保護管理者は、管轄する部門の個人情報が含まれた有体物の保管場所、保管環境、記録媒体等についての責任を負うものとし、必要かつ適切なセキュリティ対策を講じなければならない。
（個人情報の廃棄）

第２０条　保有する個人情報の廃棄方法は、原則として次に指定する方法より選択し、個人情報管理台帳に記載しなければならない。

（１）紙に記された個人情報の廃棄は、裁断、焼却および溶解の廃棄方法から選択し処分すること。

（２）記憶媒体に記憶されている個人情報の廃棄は、以下の何れかの廃棄方法で処分すること。

①データ消去用のソフトを使用するなどし、記憶されている情報を復元できないように完全に消去する。

②記憶媒体そのものを、裁断するなどの物理的な破壊方法により処分する。

２．前項で示された廃棄方法以外の方法により処分する必要があると認められる場合、事前に個人情報保護管理責任者の承認を得ることを要するものとする。

第６章　　自己情報に関する権利

（自己情報に関する権利）

第２１条　本人から自己の情報について開示を求められた場合は、合理的な期間内にこれ　に応じるものとする。また開示の結果、誤った情報があり、訂正または削除を求められた場合は、合理的な期間内にこれに応ずるとともに、訂正または削除を行った場合は、可能な範囲内で当該個人情報の受領者に対して通知を行うものとする。

（個人情報の利用または提供の拒否権）

第２２条　会社が既に保有している個人情報について、本人から自己の情報についての利　　用または第三者への提供を拒まれた場合は、これに応ずるものとする。ただし、次に掲げるいずれかに該当する場合は、この限りではない。

（１）法令の定めによる場合

（２）本人または公衆の生命、健康、財産などの重大な利益を保護するために必要な場合

第７章　　事故時の対応

（事故の措置及び報告）

第２３条　個人情報の外部への漏洩、内容の滅失、毀損などの事故が発生した場合、もしくはその疑いが生じた場合は、社員等は、直ちに所管の個人情報保護管理者に報告し、応急の措置を講ずるものとする。また、個人情報保護管理者は個人情報保護管理責任者に詳細を報告するとともに、その対策について必要な指示を受けるものとする。

２．前項の場合に個人情報保護管理者は、以下の事項について調査を行い、その結果を事故報告書にして、個人情報保護管理責任者に報告しなければならない。

（１）事故の内容

（２）日時、場所

（３）原因及び経過

（４）対応措置

（５）その他参考事項

３．前項に定める報告を受けた個人情報保護管理責任者は、速やかに適切な措置を講ずるものとする。

第８章　　その他

（法令との関連）

第２４条　本規程に定めのない事項については、個人情報の保護に関する法律及び関係諸法令を遵守するものとする。

（罰則の適用）

第２５条　本規程に違反した社員等に関する懲戒の処分については、就業規則による。

附　則

（施行日）

この規程は平成○年○月○日から施行する。
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